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おわりに

はじめに                 Canada)、 ロジ ャー ス ケー ブル シス テ ム ズ

(Rogers Cable Systems)と いつた電話、衛星通

カナダの情報技術 (IT)産 業 めがその規模に比  信、ケーブル (W他 )、 セルラー (携帯・移動体

して強い競争力を持ち、国際的にも一日置かれる  通信)システムをカナダ全土にわたって展開する

存在であることは、自他ともに認めるところであ  ネットワークを構築している企業と密接な関係を

るつ。た しかに、ノーザ ンテ レコム (Northern  持ちながら発展してきた。さらに近年では、カナ

Telecom)、 ベル 0ノ ーザ ン リサ ー チ (Bell―   ダはソフトウェアとコンピュータ関連のサービス

Northem Research)、 マイテル(MITEL)、 ニュー  分野においても SHLシステムハウス、Cognos、

ブリッジネットワークス (NewbHdge Networks) DMR、 Corelと いつた会社により知られるように

などの通信機器関連企業は高度に特化された市場  なってきている。

分野において確固とした地位を確立していると言   しかし、こうした世界的な評価が定着しつつあ

える。 これ らの企業 は、ベル・ カナダ (Be■   る一方で、日本においてカナダの IT産業に対す

器 躍ツ,t題慶
｀
舌り舞箋り魏理熙鶉騨 設貯著電%格嚇鷺糧埴

体的には、電話およびケーブル関係)とされているが、その範疇定義が困難であることも指摘している。
ヵ析え蟹TttT雰島翻ぢ塑楊‰雛 」鐵器事壁物

°
柱■:黎L片窒戯:寧緊り、R

情報通信分野では世界のリーダーとしての名声を得ている。」と自己分析している。(isbd.)
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る注目度は必ずしも高くはないように思われるめ。

たしかに、カナダにおける売上高上位 500社 に

入っているIT関係の企業を見ると (表 1)、 電気

通信 (お もに電話会社である)を除けばその多く

は米国資本によるカナダ現地法人であり、ソフト

ウェア関係に限定して見るならばカナダ資本のソ

フトウェア企業のほとんどは上位 500社に入りさ

えしていない。規模の点からのみ見るならば、カ

ナダの IT産業、なかでもソフトウェア産業は看

過しうるような印象を与えるであろう。しかし、

冒頭に触れたような評価が定着している背景に

は、技術力や商品企画力というような、単に規模

からは見えてこない要素が存在するように思われ

る。

本稿では、カナダの IT産業、なかでも特にソ

フトウェア関連のビジネスに焦点を絞ってその特

徴と日本への展開戦略について明らかにし、実際
にそれらのソフトウェア企業が日本でどのような

ビジネスを展開しているのかを整理しておきた

い。

1.カナダにおけるソフトウェア業の現況a

カナダに限らず、一国のソフトウェア業 (あ る

いはそれを包含する「情報サービス産業」)の規

模を明確に特定すること、また、そうした数字を

用いて国際比較を行うことはきわめて困難であ

る。その理由の第一は、情報サービス産業という

概念に含まれる個々具体的な業務の内容が急速な

情報技術の発展にともなって変化し続け、従来の

「産業分類」などの範疇規定を超越していること

(特 に、コンピュータと通信の融合は電気通信事

業と情報サービス業の境界を曖昧なものにしてい

る)である。第二に、ソフトウェア開発、あるい

はコンピュータに関連したサービスという業務自

体のもつ特性からくる問題がある。例えば、多く

のコンピュータメーカー、あるいはソフトウェア

会社は「統合サービス (あ るいはシステムインテ

グレーション)」 という形態でハードウェアとソ

フトウェアをまとめて販売しており、売上上の区

分は困難であるの。 そのような限界があることを

承知の上で、以下、おもにカナダの政府資料に基
づいて、当該産業の現況について触れておきたい。

(1)カ ナダ産業に占めるIT産業の地位

まず最初にソフトウェア業も包含する形で、IT

産業全体がカナダの産業に占める割合を明らかに

したい。1995年 におけるカナダのGDPはおよそ

564.6+億 US$(PPP:購買力平価補正で 620.2

+億 US$)で、IT産業はこのうちの 7.6%を 占

めている。これは199o年ベースの5.5%か ら見る

と2.1ポ イント上昇しており、IT産業がカナダ全

嘉鷺斜鍔理鮒絆 ぢ雪振「ξ覗以lτ響   て列鮒轟l」 11,

停にF了≧熙 続捨躙
:?勝

歩ぁ晶彎纏翻需鰯λ腎:努 2警言奪奮
る。INPUTの推定では、パッケージソフトウェァ部門の売り上げは、その残りである。今後 5年間の情報サー

::i:]:][i:::,ili:ξ :                        lil::
上げ総臭肇眈 I悉£:機鑑傷毎舅鼻Frき夕慶x営1皐

ォビ百賞兵レ歩豊足a役督賓糸:4g25聖諾子ば
と、主としてNA「FAに より、カナダの情報サービスは過去の実績である年率10%の成長よりも急速に成長する
状況にある。クライアント/サーバーテクノロジーに基づくソリューションとアウトソーシング部門では、需
要はさらに大きいと予測される.」

扉貶諌麒藷辟滞沃靡鱗謡鼈鶉
輻魃鮒椰嚇  讐ラ1翻纏聴
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表 1 売上高上位 500社に入っているカナダの :T関係企業

順  位      会   社   名 業   種   磨房非ノ訓 業員数

telecommunications 24624.0 139

telecommunications equip. 14620.6 63715
computers, software & services 10310.0 12300

telecommunications 8183.4 48333
informat ion handling producrc & services 3565.2 19000

telecommunications & multimedia 2693.5 14400
telecommunications 2662.0 15000

telecommunications 2390.6 13851

computers 2255.7 2855
telecommunications 1663.8 7295
telecommunications 1550.7 1804
computers 1207.7 1600

telephone & equipment 1200.0 3000
information&entertainmentcommunications 1185.6 4700
communications 895.5
electronic simulation systems 809.8 5800
digital networking systems 800.5 3f 55

communications 781.0 2442
communications 740.6 5000
computer equip. 723.1 300
computers 700.6 143
telecommunications 646.9 3845
telecommunications 588.8 3867
telecommunications 568.4 3114
telecommunications 540.1 3956
computer & related services 474.4 252
computes &peripherals 465.0 180

communications services 457.5 1230

information technology 454'8 2350
telecommunications 383.0 2207
personal computer products 359.7 650
telecommunications 313.3 2OO4

computing solutions 300.2 1600

information techonolory 299.1 2598
telecommunications equip. 296.2 2000
computers & peripherals 270.8 200
telecommunications 266.0 1677

communications & defence systems 250.4 l77O
telecommunications 244.1 416

資 本 系列 I主 要株 主 名 (国 、持 株 比 率 )]

nOne CWidely held)

BCE Inc。 (Canada,52.1%)
IBM Corp.(USA,100.0%)
BCE Inc.(Canada,52.1%)
nOne CWidely held)

E.S.Rogers(Canada,90.2%)
GTE Corp.(USA.100.0%)
Anglo― Canadian Telephone Co.(Canada,50.7%)
Digital Equipment Corp.(USA,100.0%)
nOne CWidely held)

BCE Inc。 (Canada,21.9%)
Hewlett‐ Packard Co.(USA,100.0%)
Alcatd― AIstom SA(France,100.0%)

estate ofJoSeph Adcinson(Canada,31.0%)
Rogers Communicattons lnc.(Canada,80.0%)
nOne CWidely held)

Terence H.Matthwesぐ C〔mada,25.0%)
BCE Inc。 (Canada,65.0%)
Andre Chagnon(Canada,68.0%)
Gluslcin Sheff&Associates lnc.(Canada,10.2● /a)

Compaq Computer Corp.(USA,100.0%)
Crolvn lnvestemen“ Corp.ofSaskatchelvan(Canada,100.0の

Schroder&Partners Ltd.(Canada,21.9%)
BCE Inc.(Canada,36.1%)
Province of Manitoba(Canada,100.0%)
Commcorp Finarlcial Services lnc.(Canada,25.0%)
Apple Computer lnc.(USA,100.0%)
Sprint Communicattons Co.Ltd.(USA,25.0%)
Electronic Data Systems Corp.(USA,100.0%)
Bruncor lnc.(Canada,100.0%)
Lce T.Llu(Callada,19.0%)
BCE Inc。 (Canada,55.6%)
NCR Corp.(USA,100.0%)
Pierre Ducros(Canada,40.0%)
employees(Canada,100.0%)
LoWasser/M.Chaphck(不明 ,24.0%)
Anglo Canadian Telephone Co.(Canada,50.5%)
General Elect五 c Co.PLC(UK,51.3%)
Alouette Telecorrlmunications lnc.(Canada,100.0%)

1995年  1994年
2    2  BCE Inc.
5      6  Northem Telecoln Ltd.
14     13  1BM Canada Ltd.
24     15  Ben Canada
63     45  Moore Corp.
80     70  Rogers Conlrnunications lnc.
82   61 An」 o―Canadian Telephone Co.

87    66  BC TELECOM Inc.
93   103  Digital Equipment of Canada Ltd.
130   1lo  TELUS Corp.
135   106 Tele」Obe lnc.

169    155  Hewlett― Packard(Canadご )Ltd.

170    156  Alcatel Canada lnc.
171   152  Torstar Corp.
212    196  Rogers Cantel Mobile Communications lnc.
232    153  CAE Inc.
236  254 Newb五 dge Networks Corp.

237   223  BCE Mobile Conlmunications lnc.
249    222  Croupe Videotron ltee
255    286  Globene corp.
265    268  Compaq Canada lnc.
275    227  Saskatchewan Telecom.Hol(五 ng Co¬ p.

290    280  Mitel Corp.
296    259  Maritime Telegraph&Telephone Co.Ltd。
304    266  Manitoba Telephone System
335    316  MFP Technology Semces Ltd.
339   314  Apple Canada lnc.
346-        Can‐ Net Enterprises lnc.

347   342  EDS Canada
383  344 New Brunswick Telepone Co.Ltd.
396   438  ATI Technologles lnc.
429  384 New Td Enterprises Ltd.
436   366  NCR Canada Ltd.
438    403  DMヨ L Croup lnc.

443   435  LeBlanc&Royle Enterprises lnc.
464    478  Beamscope Canada lnc.
468    423  Quё beC―Telephone

482    388  Canadian Marconi Co.
489    466  Telesat Canada
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産業の中で相対的にその重みを増してきているこ

とがわかる。

90年代に入ってからの IT部門の具体的な産出

額について見ると、表21)の ようになっている。こ

れによると、1995年の時点で、IT産業は約64+
億カナダ $の総産出がある。また IT産業全体

(90-95年平均年率 10.6%)が 製造業全体 (5。4%)
と比較しても高い伸びを示しており、なかでもソ

フトウェアおょびコンピュータサービスの部門が

高い伸び (16.5%)を 示している。

IT部門の付加価値額について見ると表 3のよう

になっている。これを見ると、製造業や他の産業

と比しても就業者一人当たりの付加価値額がかな

り高いこと、IT部門のなかでも「コンピュータお

よびビジネス機器」、「ソフ トウェアおよびコン

ピュータ関連サービス」の伸び率が著 しいことが

わかる。

カナダの IT部門への就業者数は表 4の ように

なっている。これを見ると、1995年時点で約309

千人が IT部門に従事 してお り、これはカナダの

全就業者数の約 3%になる。その推移を見ると、

当該部門がこの 5～ 6年の間にその売上を伸ばし

たのに対 して、逆に就業者数はほぼ横這いか、や

や減少傾向にあることがわかる。部門内訳を見る

と、ハー ドウェア関連がほぼ横這い、ソフトウェ

アおよびコンピュータ関連サービスの従事者が増

加したのに対 して、電気通信事業での従事者が減

少している。

IT部門の貿易の状況を見ると、表 5(経年 )、

表 6(国別)となっている。カナダの IT部門は工

場出荷額の 73%を 輸出しているように、高度に

輸出主導型となっている。また、同時に、IT製品

の輸入額も国内生産額よりも多くなっている。IT

部門 (ハー ドウェア)の貿易を各国別に見ると、

圧倒的に大きな比重を占める米国に続いて、日本

は第二位の関係を持っているが、日本の出超状態

にある。また、NA「FAの 成立を受けて、メキシ

ヨからの輸入が近年増加傾向にある。

なお、表 5において、「ソフトウェア開発およ

びコンピュータ関連サービス」の項が、総計の外

数として「メモ項目」とされているが、それはソ

フトウェアあるいはコンピュータ関連サービスに

限定してその貿易状況を正確に把握することが現

状の統計では困難であるか らと思われる。例え

ば、カナダの社会経済統計データベースである

CANSIM (the canadian SociO‐ Econon五 c lnfor―

madon Management System)や W「DB(Wond
Trade Data Base)を 利用して「ソフトウェア」あ

るいは「コンピュータサービス」という事項で貿

易データを検索 しても、「磁気テープ (ソ フ ト

ウェアが記録されたものを含む)」 、「磁気ディス

ク (ソ フ トウェアが記録されたものを含む)」 、

「光磁気ディスク (ソ フ トウェアが記録されたも

のを含む)」 など、それらは有形の「財」 (goods)

として扱われる範囲でしか集計されていない。ソ

フトウェアに限定した日本一カナダ間貿易につい

ては、以下のような記述が散見されるが、その数

字の出典は不明である。「カナダには約 13,000社

のソフトウェア製造業者があり、そのほとんどは

中小規模であるが、ニッチな市場において強さを

発揮 している。これ らの企業のうち約 80%が積

極的に輸出を行っており、 トップ企業のいくつか

はその売上の主たる部分を輸出が占める。 1994

年において日本のソフトウェア製品市場は約2.75

+億 $であったが、そのうちの約 5分の 1は輸入

されたものであった。カナダ製ソフトウェアの売

上は日本のソフトウェア市場で約 5%を 占めてい

るが、これは 1994年 には約 35%の増加を示して

いる。」
2)

少し古い数字であるが、1992年 における IT部

門への投資状況を見ると表7のようになっているの。

カナダの IT部門における外国からの投資は約 3.9

1)本
表でいう「総産出」とは、ハー ドウェア製造業の出荷額、ソフトウェア業、コンピュータ関連サービス業、

電気通信事業 (キ ャリア)の売上額である。なお、1995年のソフトウェア&サービス、電気通信事業の売上額
は概算推計値である。助靭賞T灘∫Tttmet路0纏

厨:『1ょ藉鎌鍼T寧延or.jp/stausuc/ex lrnport95-e.htmlな ど)が、これは、J

されており、カナダ独自の分を確定できない。
3)本

表の数値はこの種の統計に多い営業拠点・工場ベースによる数字ではなく、法人からの報告をベースとした
数字である。
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表2 カナダの :T部門の総産出
(単位 :百 万カナダドル)

1990 1991 1992 1993

lT部門総計 38,646 41.730 43,807 48,753 56,504 63,917

ITハ ー ドウェア関連合計 12,806 14,730 15,701 15,942 19,557 23,591

家庭用電子機器 529 270

業務用通信機器および電子部品 6,886 8,773 9,794 10,723 12,737

コンピュータおよび事務用機器 3,203 3,293 3,339 3,630 6.059 7.878

研究用および専門業務用機器 2,158 2,186 2,208 2.433 2,578

ITソ フトウェアおよびサービス合計 10,397 11,710 12,405 16,634 20,432 23,367

ソフトウェアおよびコンピュータ関連サービス 6,221 6,874 8,194 11,838

ソフトウェアおよびコンピュータ卸売 5,473 5,489 5,531 8,440 0,038 11,529

電気通信事業合計 14,943 15,290 15,701 16,177 6,516 16,959

電 話 13,302 13,501 13,755 14,025 4,186 13,416

ケープル 1,641 1,789 1,946 2,152 2,329 2,543

(単位 :百万カナダ ドル (1986年)ベース)

1990 1991 1993 1994

IT部門総計 27,844 29,105 30,617 32,153 36,588 41,025

ITハ ー ドウェア関連合計 6,071 6,371 6,958 7,237 9,367 11,835

家庭用電子機器 159

業務用通信機器および電子部品 3,293 3,323 3,670 3,679 3,936 4,744

コンピュータおよび事務用機器 1,815 2,292 2,624 4,423 6,018

研究用および専門業務用機器 2,158 2,186 2,208 2,247 2,433 2,578

ITソ フ トウェアおよびサー ビス合計 7,420 7,744 8,227 8,791 10,206

ソフ トウェアおよびコンピュータ関連サー ビス 4,114 4,921 5,382 5,867

ソフトウェアおよびコンピュータ卸売 3,727 3,630 3,668 3,869 4,222 4,338

電気通信事業合計 14,353 14,991 15,432 16,125 17,617 181984

電 話 13,662 14,248 14,687 15,357 16.830 18,169

ケープル 742 745 787

収益率比較 (就業者当たり付加価値額)

IT産業

製造業全体

全産業

ソフトウェアビジネスにおける日本一 カナダ関係

Ю9495躍躍)(員饒 )

13.1      10.6       65.4

製造業総計                                 298,966 280,317 285,411 309,663 350,019 388,015   10.9
出典 :``Industry Prome canada's lnforlnadon Technolos Sector''(Stattucs canada,1996,Cat no.15‐ 516‐ MPE),p6

表3 カナダの IT部門の付加価値額 (GDP at Factor cost)

20.6

16.7

188

300
60

14.4

139

149

2.7

‐5.4

9.2

26.3

17.4

20.5

36.1

60
6.3

9.0

2.8

7.8

8.0

3.5

変化率   (単 位 :%)

Ю9495湛朧)(嵐梅 )

12.1     8.1     47.3

13.0        84.2

‐6.6       ‐28.9

13.1        85.0

19.7       1460

3.6     19.5
16.5        114.4

16.9       1183

16.1       1107

2.6     13.5
0.2      09
9.2       55.0

5.4       29.8

14.3     94.9
‐6.8       ‐29.7

7.6       44.0

27.1       2316

36     19.5
6.6       37.5

9.7       58.9

31      164
5.8        32.3

5.9        33.0

3.4     180

87,986  96,017  99,937 108,005 124,058 132,834    7.1

49,656  51,513  54,673  57,349  60,035  61,071    1.7

46,652  48,333  48,447  49,155  50,470  50,815    0.7

8.6

4.2

1.7

51.0

230
8.9

出典 :“ Industry Prome canada'slnfoma● on Technology SectOr''(StattdCS Canada,1996,Cat.no.15‐ 516‐ MPE),p7

表4 カナダの IT部門の就業者数
(単位 :人 )

1990 1992 1994 1995

IT部門総計 316,459 303,128 306,364 297,697 294,928 308,843

ITハ ー ドウェア関連合計 106,723 95,773 97,995 97,042 94,934 105,303

家庭用電子機器 5,096 3,988 3.500 2.684 2,710 2,442

業務用通信機器および電子部品 50,512 45,115 46,702 52,537 50,665 57,553

コンピュータおよび事務用機器 15,762 13,076 15,189 11,595 13,229 13,652

研究用および専門業務用機器 35,353 33,594 32,604 30,227 28,330 31,656

ITソ フ トウェアおよびサー ビス合計 90,726 93,304 97,165 100,188 102,321 109,845

ソフトウェアおよびコンピュータ関連サービス 63,667 64,151 66,954 71,410 74,232 77,165

ソフ トウェアおよびコンピュータ卸売 27,059 29,153 30,211 28,778 28,089 32,680

電気通信事業合計 119,010 114,051 111,204 100,467 97,673 93,696

電 話 109,211 104,293 100,470 91,256 88,288 84,411

ケープル 9,799 9,758 10734 9.211

Ю9495躍朧)(熙撲 )

4.7       ‐0.5        ‐24

10.9

‐9.9

136

3.2

11.7

7.4

40
16.3

-4.1

-44

-1.1

‐03
‐13.7

26
‐2.8

‐2.2

39
3.9

3.8

-4.7

-50

-1.1

‐13
‐52.1

13.9

‐134
‐10.5

21.1

21.2

20.8

-213

-22.7

‐5.3

就業者数 (参考値、単位 :千人)

製造業全体

全産業

1,870   1,675   1,599   1,597   1,632   1,677    2.8

10,796  10,232  10,271  10,388  10,540  10,676    13

-22        ‐103
-02     ‐11

出典 :“ Industry Prome canada'slnfoma」 on Technology Sector"(Statisucs Canada,1996,Cat.no.15‐ 516‐ MPE),p14
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表 5 カナダの lT部門の輸出入の状況
(単位 :百 万カナダ$)

1990 1992 1993 1994 1995

[輸出]

ITハ ー ドウェア関連合計 8,878 9,517 10,431 14,078 17,223

家庭用電子機器

業務用通信機器および電子部品 4,844 5,075 5,481 7,925

コンピュータおよび事務用機器 2,827 3,205 3,502 3,790 5,252 6,891

研究用および専門業務用機器 1,060 1,153 1,447 1,608 2,052 2,205

ITソ フ トウェアおよびサー ビス合計 (注 ) 837 1,178 1,500

[輸入 ]

ITハ ー ドウェア関連合計 19,333 21,747 24,858 30.689 35,781

家庭用電子機器 1,459 1,792 2,051 2,323 2.539

業務用通信機器および電子部品 6,798 71016 7,863 8,839 14,399 17,773

コンピュータおよび事務用機器 6,132 6,757 7,807 7,359 8,970

研究用および専門業務用機器 3.974 3.895 4.285 5,022 6,108 6,499

(単位 :百万カナダ$)

1990 1994 1995

[輸 出]

全輸出合計 8,878 9,517 10,431 10,990 14,078 17,223

米 国 6,909 7,762 8,324 8,617 11,281 13,639

日本

メキシヨ

EU諸国 937 857 790 933 1,339

他の OECD国 1,165 1,031 1,062 1,027 1,138 1.556

ASEAN諸 国 240

[輸入]

全輸入合計 18,363 19,333 21,747 24,858 30,689 35,781

米国 11,657 11,269 12,678 14,087 17,186 19,851

日本 2,526 2,894 31168 3,426 4,016 4,822

メキシヨ

EU諸国 1,147 1,375 1,407 1,525 2,032 2,195

他の OECD国 2,779 2,953 3,462 3,899 4,lH
ASEAN諸国 1,564 2,265 2,736

1994‐ 95

22.3

161

201

312
75
273

16.6

93
234
141

64

変化率   (単 位 :%)
1990‐ 95     1990‐ 95

(平均年率)(累 積変化率)

14.2     94.0
6.6       37.4

10.3       636

19.5       1438

15.8       1080

238       1913

143       949
11.7        740

21.2     1614
7.9       46.3

10.3       635
注 :[輸 出]の 「ITソ フトウェアおよびサービス合計」は、参考値 (外数)と して記載されている。

評価尺度

輸出比率 (輸 出額/出荷額)            69.3  64.6  66.4  689  72.0  730  14
出典 :“ Industry Ppale canada's lnforlnadon Technology Sector"(StatiSucs canada,1996,Cat no.15‐ 516‐ MPE),p8

表6 カナダの :T部門の輸出入の状況 (相手国別)

Ю9495(判糧)(蝦権 )

223       14.2        94.0

209      14.6       97.4

17      10.5       64.9

21.0        2.9        15.4

43.5       74       42.9

36.7       60       336

71.4      22.8       179.1

16.6

155

20.1

33.0

80
5.4

20.8

14.3     949
11.2        703

138       909
211       1601

13.9     91.4
11 1        689

33.6       326.2

出典 :“ Industry PЮ me Canada's lnforrnadon Technology Sector"(StadStiCS Canada,1996,Cat.no.15‐ 516‐ MPE),p9

表 7 カ ナ ダ の IT部 門 へ の 外 国 投 資 の 状 況 (1992年 ・ 国 別 )

(単位 :百 万カナダ $)

総資産 営業売上 鰤 溢 嚇 配  当 外国投資

[電子機器およびコンピュータサービス]

合計 29.166 34,792 327 651 3,874

カナダ 18,672 17.374 375 251

米 国 8,771 15,609 259

日本 355

EU諸国 1,159 852

その他の諸国 209 335

[電気通信事業]

合計 35,896 14,251 2,464 1,582 1,327

カナダ 31,817 12,014 2,052 1,366 1,177

米 国 4,021 2,173 223 150

EU諸国

…=適用不可

出典 :“ industry Proale canada's lnfOrrna● on Technolow Sector",pH.
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十億カナダ$で 、当該部門の総資産のうちの約

36%、 営業売上の約 50%、 税引前利益の約 34%
が外国資本 (そのほとんどは米国である)による

ものである.

また、研究開発 (R&D)に 対する投資状況を

見ると、1994年の時点で約2,508百万カナダ$が

IT部門においてR&D投 資として使われており、

24,842人 がR&D関 係の専門技術者として雇用

されている。R&D投 資の内訳を見ると、2,508

百万カナダ$の うち、1,921百万カナダ$がハー

ドウェア関連であり、ソフトウェアおよびコン

ピュータ関連サービスが423百万カナダ $、 164

百万カナダ$が電気通信事業となっている。ソフ

トウェアおよびコンピュータ関連サービスの分野

は、金額としてはまだ小さいものの、1990-94年

ソフトウェアビジネスにおける日本一カナダ関係

累積で 69.2%(参考値ではあるが、1995年 まで

見ると76.4%)の 伸びを示 している (IT部門全

体では35.8%の 伸び率)。 内訳を雇用数で見ると、

ハー ドウェア関連が 17,526人 、ソフトウェアお

よびコンピュータ関連サービスは 5,724人、電気

通信事業が 1,592人 となっている。ここでもソフ

トウェアおよびコンピュータ関連サービスの伸び

が高く、1990-94年で 46.2%(IT部門全体では

14.8%)と なっている 1)。

(2)ソ フ トウェアおよびコンピュータサービス業

の現況

ソフトウェア開発およびコンピュータサービス

業に限定して、別の資料 (表 8、 表 9、 表 10?))か

らその内訳 を見 ると以下のようになっている

表 8 ソフ トウェア開発およびコンピュータ関連サービス業の現況

1993‐ 94 1994‐ 95

会 社 数 10,924 11,449 12,001 13,203 13,611

就業者数 63,118 64,155 66,525 71.410 80,095

売上高 (百 万カナダ$)

合計額 5,786 8,194 10,039

[売 上構成比 (%)]

ソフ トウェア製品開発

プロフェッショナルサービス 36.1 39.0 43.0

情報処理サービス 21.6

ハー ドウェア販売

ハードウェアリースおよびレンタル
ハー ドウェア修理およびメンテナンス

その他の営業売上

営業売上

資料 :Statttics Canada,“ Soaware De“loPment and Computer Senice lndustw"(各年版)よ り作成。

表9 対象機種別の売上割合 (単位 :%)

表 10 分野別のソフトウェア製品売上 (単位 :%)
1993‐ 94 1994‐ 95

System Software 26.3

Financial Software (non-industry specific, e.g., accounting)

Application tools

Manufactunng So■ lvare e.g.,cAD/CAM,MRP,MMS,etc)

Scientific and engineering software (e.g., mathematical, simulation, GIS, etc.)

Industry specific applications (e.9., banks, hotels, etc.) 25.3 22.8

資料 :表 8と 同じ

1)数
字はいずれも、Statistics Canada編 “Industry Pro■ le Canada's lnforrnation Technology Sector",(1996)

p13による。
a表 8～ 10の 1989年以前の数値については、前掲の拙稿参照のこと。

1993‐ 94 1994-95

Micro Computer Software

Mini Computer Software

Main Frame Software

Network Software (Local and Wide area)

資料 :表 8と 同じ
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1995年の会社数は13,6H社 、就業者数は80,095

人、総売上が lo,o39百万カナダ$と なっている。

売上の内訳は、ソフトウェア製品開発18.3%、 プ

ロフェッショナル・サービス 43.0%、 情報処理

サービス 16.0%、 ハードウェア販売 8.1%、 ハー

ドウェアレンタルおよびリース 1.8%、 ハー ド

ウェア修理およびメンテナンス 4.6%、 その他の

事業活動による売上6.8%、 事業活動外の売上 1.4

%となっている。また、ソフトウェア製品の売上

について、その対象とするハードウェア別に見る

と、マイクロコンピュータ用 41.8%、 ミニコン

ピュータ用 21.8%、 メインフレーム用 13.5%、

ネットワーク用19,7%となっている。さらに、ソ

フトウェア製品の売上をソフトウェアの機能別に

見ると、システムソフトウェア37.4%、 財務会計

用ソフトウェア7.7%、 アプリケーションツール

15.8%、 製造部門用 (CAD/CAM、 MRP、 MMSな
ど)ソ フトウェア 4。 1%、 研究開発用 (数値解析・

統計処理、シミュレーション、CIS、 地震解析な

ど)6.2%、 個別業種用に特化された (銀行、ホ

テルなど)ソ フトウェア20,7%、 マルチメディア

3.7%、 音声認識ソフトウェア4.6%となっている。

これらカナダのソフトウェア企業を概観する

と、その特化した技術分野においてある程度の地

域的な特性が感じられる。ケベック、オンタリオ

両州においては、画像処理、通信などの分野で技

術的な優位を保つ企業が比較的多く、また、アル

バータ、BoC両州においては GIS、 マルチメディ

ア関連分野で技術的な優位を保つ企業が比較的多

いように思われる。こうした地域的な特性が生ま

れていることの背景には、それぞれの各州の産業

構造も影響を与えていると考えられる。例えば、

アルバータ州においては、(原油やオイルサンド

など各種の鉱物資源を採掘していることから)地

殻探査などの鉱業エンジエアリング、石油化学工

業が発展しており、その派生的な技術として関連

するソフトウェアが発達している。また、従来よ

リケベック州やオンタリオ州には画像処理技術に

優れた企業が集積してきていたが、近年ではBoC

州のヴァンクーバー周辺域にもCG技術を中心に

ディジタルコンテンツ関連の企業が集積しつつあ

る。。これらの企業のいくつかは米国のハリウッ

ド映画のCG製作なども請け負っており、その技

術水準は高く評価されている。

2.ソ フトウェアビジネスの日本市場展開戦略

前節で見たように、カナダの IT産業は輸出主

導型であり、その相手国の第二位が日本である。

また、IT産業の中でもソフトウェアおよびコン

ピュータ関連サービスの分野の成長が著しく、積

極的に人員と資金が投入されてきている。本節で

は、日本におけるカナダのソフトウェアビジネス

の展開について、90年代に入ってからどのよう

な市場認識と参入のための戦略が立案されてきた

かを、見ていきたい。

(1)『 日本への輸出機会』

1990年、カナダ外務および通商省 (Extemal

Arairs and lntemational Trade Canada) は、 日

本貿易振興会 lJETRO)、 日本の通産省などの協

力を得て、カナダから日本への輸出拡大を企図し

て、その可能性をカナダ国内の企業へ紹介するた

めに、『日本への輸出機会』 (“ Export Opportuni‐

des in Japan")と 題する一連のシリーズからなる

報告書を発行 した。このシリーズは、水産加工

品、加工食品、航空機、環境ビジネスなどカナダ

が 90年代において、特に日本をターゲットとし

て戦略的に輸出振興を図っていくべきであると判

断された各分野について各分冊となってまとめら

れている。そのなかで、コンピュータソフトウェ

アについては “The Sottware Market"と して一分

冊があたえられているつ。ここでは 1980年代中

期以降の円高に伴い、日本が内需拡大と (外国ヘ

の)市場開放ヘシフトしている一般的な状況が述

べ られた後に、1.は じめに、2.日 本のソフ ト

ウェア産業の概要、3。 日本の産業界の近年の動

1)Stuart McFadyenア
ルバータ大学経営学部教授らの分析によると、米国の映画・W番 組制作会社がカナダでの

制作を拡大しているおもな理由として、(1)(米国と比して)相対的に (人件費などの)コ ストが安価であるこ
と、(2)映像関係技術者の集積がある (特に、 トロント、ヴァンクーバー)こ と、(3)(製作にあたって)組合
の影響を受けにくいこと、などを挙げている。

2)EGIS Tokyo瀬
認 “EXPORT OPPORTUNITIES IN JAPAN‐ THE SO「FⅣARE MARKET" ,(1990,The Japan

Trade Development Division,Extemal Jairs and lnteHlational Trade Canada)

-96-



向、4。 日本におけるソフ トウェア製造 と流通、

5。 新技術の開発、6.国 際化と知的所有権問題、

7。 日本市場への参入、8.PCソ フ トウェア製品

の傾向、9.情報産業におけるキーとなる組織、

10。 日本での重要な接触先、 H。 日本への輸出業

者のためのカナダでの接触先、という構成で日本

のソフトウェア市場に対する認識と参入戦略が詳

細に述べられている。ここで述べられていること

の要点をごく大まかにまとめるならば下記の諸点

である。

[市場認識]

1。 日本はソフ トウェアに関して世界有数の市場

規模をもち、また、急成長しつつある。しかし、

その一方で、日本のソフ トウェア市場はハー ド

ウェアメーカーの主導と影響を強く受けており、

ソフトウェア会社も事実上、系列化されている。

2。 日本のコンピュータユーザーはソフトウェア

のコス トを理解 しておらず、ハー ドウェアとソフ

トウェアを個別に購買するという習慣がない。

3。 日本のソフ トウェア市場の特徴はカスタマイ

ズされたソフ トウェアの割合が汎用アプリケー

ション (い わゆるパッケージソフトウェア)に く

らべて高いということである。日本ではその割合

が 9:1であるのに対し、米国では、4:6、 英国、

西 ドイツ (当 時)では 6:4で ある。しかし、近

年、日本でも汎用アプリの市場が急成長し、年率

約 20%で伸びている。

4.日 本のソフ トウェア流通市場は、分化 し、シ

ステム化、標準化が進んでいる米国市場などに比

べると遅れている。

5。 ネッ トワークについては OSI(Open System

lnterconnecuon)に 沿って標準化が進められてい

るが、PC市場においては 1988年に相次いで発表

された各種の OS(OS/2、 TRON OSs、 UNIXの

改良版)を巡って競争状態にある。日本のハー ド

ウェア製造業者は OS/2が次世代の OSと なるで

あろうと見ている。

6。 日本のソフ トウェア産業の構造は柔軟 (フ レ

キシブル)であり、輸入製品に対する障壁はほと

んど無い。

[参入戦略]

1.市場調査 (マーケットリサーチ):市場調査は

ソフトウェアビジネスにおける日本一カナダ関係

有益であるが、事前にターゲットとする製品、調

査方法をはっきりさせておく必要がある。

2。 日本企業への訪問 (ミ ッション):こ れは日本

市場について直接学ぶ、効果的な方法である。

3.見本市などへの参加 :ソ フトウェア見本市は、

産業界での生の評価を聞く好機である。

4.信頼のおけるパー トナーの発見 :パー トナー

を選ぶときには、その会社の情報を慎重に評価し

なければならない。その会社の技術面でのサポー

ト能力は、日本市場へ自社のソフトウェア製品を

適合させるために必要な能力として、決定的なも

のとなる。製品への関与 も重要である。また、

パー トナーとなる企業は財務面でも安全な企業で

なければならない。

(2)『 日本へのカナダの行動計画』

1990年 に『日本への輸出機会』が出されてか

ら約 5年後の 1995年 に出版された『日本へのカ

ナダの行 動 計画』 (“ Canada's Action Plan for

JAPAN")Dは 、近年のカナダの輸出振興が日本に

対してどのような認識と戦略に基づいて進められ

ているかを示している。この資料はカナダが今後

の輸出振興領域として重要視している 7つの分野

(Building products,Fish and Seafood products,

Processed Food Products,Consumer Products/Fur‐

niture,Health Care products/Medical De宙ces,

TouHsm,InformauOn Technologies)に ついて、そ

れぞれまとめられているが、ここではそのうちの

Infomation Technologiesの 章をとりあげ、そこ

で述べられているソフトウェアに関する事項に限

定して (電気通信については除外する)ふれたい。

本冊子では 「情報技術 (IT)」 分野について、

まず当該産業の概要について述べ、それに続いて

「市場機会と傾向」と「行動計画」の二つの節に

分けて下記のような認識と戦略を記している。

「1994年 において、カナダの IT産業 (電気通

信、ソフトウェア、情報処理、および関連するプ

ロフェッショナルサービスを含む)は 49.6+億

$以上の売上高がある。この産業部門はカナダ全

体の研究開発 (R&D)活動の 35%を占め、直接

雇用の労働者だけで 345千 人を超える。IT産業

の製品とサービスの総輸出高は、1988年 に6.5+

1)カ
ナダ政府編、1995年 H月発行。 (脚注 :pp.41-44)なお、“Canada's Acuon Plan fOrJapan"の 前の版は 1993

年に出されており、この 1995年 版はいわば第 2版 とも言うべきものである。
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億 $だったものが 1994年 には H.8+億 $に伸び

ている。このうち、 日本への輸出は総輸出高の

1.75%で ある。電気通信機器とそれに関するサー

ビス産業は、カナダでもっとも急速に成長してい

る産業部門の一つであり、これに関係する売上高

は 1994年で24+億 $以上に達する。カナダの国

内市場は小さいので、カナダの電気通信関連企業

はその製品の約 40%を 輸出している。輸出によ

る売上 は大 き く増加 してお り、 中で も ATM
(A甲∝hronous Transfer Mode:非 同期転送モー ド)

やコンピュータテレフォニーインテグレーション

(筆者注 :コ ンピュータ端末と回線を利用した電

話技術とその周辺技術の統合 )、 PCD(Personal

Communicadon De宙 ces:個人携帯型の通信機器)

といつた、先端的な技術分野においてそれは顕著

である。この分野でのアジアでの売上は世界市場

での総売上 3.7+億 $(製品のみ)の約 19%を 占

めている。

カナダ国内には約 13,000社 のソフ トウェア企

業があり、その半分以上は売上高が 20万 $以下

の企業である。これら中小ソフトウェア企業の多

くはニッチ (隙間)な製品においてその強さを発

揮 している。中規模から大規模のソフトウェア企

業のうち、約 80%が活発に輸出を行ってお り、

上位 100社 に関して言えばその総売上の 62%を

輸出売上で占めている。この産業分野の成長率は

年率で約 13%に達する。 (数字は IDCの資料によ

る。)

[市場機会と傾向]

・ソフトウェア

日本は世界で二番目に大きなソフトウェア市場

であり、その製品、情報処理、プロフェッショナ

ルサービスの市場規模は 1992年時点で 7.1兆円

で、49万人の就業者がいる。景気後退とオープ

ンシステムの始まりによって 1992年から1994年

初頭まで日本のソフトウェアの売上は全体として

停滞気味であったが、ソフトウェアの輸入は依然

として好調を維持 してきた。 1994年 、日本国内

では約 2.75+億 US$の ソフトウェア製品が販売

されたが、そのうち輸入品は 500百万 US$に過

ぎない。日本政府の資料によると、日本に輸入さ

れているパッケージソフ トウェアの約 75%が米

国からのものである。カナダ製品はこの市場で約

5%を 占めるにすぎないが、年成長率では 1994年

で 35%を示 している。 日本はカナダのソフ ト

ウェア開発会社にとって大きな市場機会を示して

おり、パッケージソフトウェアの分野で大きな成

長が見込まれる。

日本のオフィスや家庭でパーソナルコンピュー

タが 「増殖」 していることは、短期・ 中期にわ

たってソフトウェア製品輸入の需要を増大してい

る。以前は断片的であった日本市場 (かつては共

用性のない専売的なハー ドウェアプラットホーム

と基本ソフ トウェア (os)が主流であっため。)

は、急速に変わ りつつある。MS―DOS/Vと Win―

dows 3.lJを 搭載 した機器の登場により、日本の

市場は海外のコンピュータハー ドウェア製造業者

に開かれ、同時にそれはパッケージされたソフト

ウェアの需要も増大させている。

日本企業への LANの 浸透はまだ低い水準 (多

めに見積 もっても、それは現在約 30%である)

にあるが、この市場は急速に拡大している。近年

では LANの利用者数は年率で 180%の 増加を記

録しており、生産性向上、ネットワーキング、オ

フイスオー トメーション、情報資源の共有化と

いったことがこうした潮流の主たる理由となって

いる。日本のバイヤーはオープンアーキテクチュ

アに高い関心 を寄せてお り、 1995年 のソフ ト

ウェア売上にもこうした傾向が現れている。

[行動計画]

0意識と市場知識の構築

日本においてベス トセラーとなったソフトウェ

アの半分以上は外国で開発されたものである。

1980年代まで日本市場では、いわゆる「カスタ

ムビル ド」のアプリケーションソフトウェアが支

配的であったが、消費者がパッケージソフトウェ

アに対して不便を感じなくなるにつれて、「カス

タムビル ド」のアプリケーションソフトが占める

割合は北米や欧州並みの水準にまで低下するに違

いないと予想される。 (現在、カスタムビル ドソ

フ トウェアの割合は 75%で あるが 30～ 35%ま

で。)こ うした傾向はニッチ製品に特化 している

カナダのソフトウェア会社に利益をもたらすこと

になる。カナダのソフトウェア会社はこの急激に

幼筆者注 :日 本のPCソ フトウェア市場において、NECの PC98シ リーズが圧倒的なシェアを支配し、世界的に見
ると切り離された市場として存在していたことを指すものと思われる。
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変化しつつある状況をうまく利用するために、タ

イムリーな情報と知識を得ることが必要である。

そして日本市場で事業展開するためには、自社の

経営戦略の範囲を、技術提携からジョイントベン

チャーや直接投資まで広く考えておかねばならな

い。

日本で成功を収めたカナダのソフトウェア輸出

企業の多く (全てではない)は、日本の企業と何

らかの関係を築いている。これらの企業が持って

いる日本市場へ参入した経験についての詳細なレ

ビューは、日本市場に対する理解を高め、新規参

入者にとってマーケティング計画を作るのに助け

となる。

・市場に合った製品

日本市場に関心をよせるカナダのソフトウェア

会社は、いくつかの市場参入戦略―例えば、直接

販売、販売提携、 ライセ ンス契約、合弁企業

CIV)、 メールオーダーによる販売といった一を見

いだすことができよう。「市場への適合」はかつ

てそれが問題であったものとしては、もはや問題

ではない。ソフトウェア開発会社は、もはやNEC
9800標 準への変換対応を日本市場における成功

の条件と考える必要はない。オープンシステムヘ

と向かう傾向は急激に進行 してお り、Windows

3.1、 DOS/V、 Apple社の日本語版 OSは広範な支

持を受けつつある。これ らの基本ソフ トウェア

(OS)で機能するパッケージソフトウェアを日本

市場で販売するには、ただマニュアルの翻訳、日

本語のサポー ト、包装のし直しが必要とされるだ

けである。

・市場での製品宣伝

情報技術 (IT)分野における行動計画は、カナ

ダのソフトウェア会社にとって最大の市場機会は

ニッチ (隙 間)市場にある、との認識をしてい

る。タイムリーな市場情報・知識はカナダの産業

界がこの市場機会を認識するのに役立つに違いな

い。カナダと日本の企業、各種団体、研究機関な

どの関係を構築する諸活動は産業界に利益をもた

らすとともに、実際にパー トナー関係を構築する

環境を創り出すであろう。

ソフトウェアビジネスにおける日本一カナダ関係

日本では多くの優れたソフトウェアの展示会・

見本市が開かれており、そとでは多くのカナダ製

ソフトウェアが展示されているが、通常それらは

日本の販売代理店によってである。その際、日本

で事業を始めた、あるいは、製品のデモを行うカ

ナダの IT企業のために、カナダ大使館が提供す

る便宜が有効であることが明らかとなった。 (こ

の便宜とは、希望する企業には無料で提供される

が、各企業はイベントに参加することによって生

まれる増加分の費用を負担する。)」

1995年 という年は、カナダが従来にもまして日

本のソフトウェア市場に対して関心を強めた年と

いえる。上記の『行動計画』以外にも、同年7月

には、カナダー日本貿易協議会 (The canadaJa―

pan Trade Council)が『日本のソフトウェア市場

におけるカナダ企業の成功事例』 (“Canadian Suc―

cess Sto五esin The JapaneSe sO■ware Market")1)

を発表したのをはじめ、同年 H月 にはオタワで

この「協議会」が主催し、JETROと カナダ政府・

外務および貿易省の後援によるシンポジウム「カ

ナダのソフ トウェアにとっての 日本市場」

Capan's Market For Canadian Software)2)が 開催

されるなど、行政・産業界両方で日本のソフトウェ

ア市場への関心が高まったことがわかる。

9章からなる『日本のソフトウェア市場におけ

るカナダ企業の成功事例』は、日本の IT市場に

対する細かい分析と、日本市場に参入するための

ソフトウェア製品の具体的な「現地化」 (日 本語

処理や品質管理など)の手順、日本企業とのパー

トナーシップの結び方、カナダ政府 (連邦・州な

ど)が提供している各種の輸出振興プログラムの

解説、日本で成功をおさめているカナダのソフト

ウェア企業の実例紹介などをその内容としてい

る。本書で強調されている要点は以下の諸点であ

る。

・ 日本のソフトウェア産業は今日なお、北米のソ

フトウェア産業とはかなり異なっており、ま

た、同様に日本のソフトウェア市場も少し前と

は違っている。

1)Keith N.Murchison,“ CANADIAN SUCCESS STORIES IN THE JAPANESE SOFTWARE MARKET"(The
Canada―Japan Trade Council,1995)

2)こ のシンポジウムは報告書“JAPAN'S MARKET FOR CANADIAN SO「 IWARE"(Canada‐Japan Trade Counc■ ,

1995)と して刊行されている。
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・ 北米の産業界での標準が急速に日本のユーザー

に浸透 しつつあるが、日本はまだ、PCや LAN
などの利用において、カナダや米国に数年の遅

れがある。

・ 戦略的提携がカナダと日本の企業の間で進行し

つつあり、それは記録的な勢いである。それ

は、おそらく、他の部門でのカナダと日本の間

の戦略的協力関係のモデルができあがりつつあ

ることを受けてのことと思われる。

・ よリー般的な言い方をすれば、日本市場で成功

をおさめるには他で適用されるようなビジネス

の進め方とは異なるアプローチが要求されるで

あろう。

1995年 H月 28日 にオタワで開催されたシン

ポジウムの報告書『カナダのソフトウェアにとっ

ての日本市場』では、8人 の識者 (う ち一人は、

前掲『日本のソフトウェア市場におけるカナダ企

業の成功事例』の著者である。)によって日本の

ソフトウェア市場の現状とカナダのソフトウェア

企業にとっての可能性、実際の成功事例などが報

告されている。

(3)『 カナダの国際ビジネス戦略』

さらに、1996年 になるとカナダ政府が 22の産

業分野について、その国際戦略をまとめた『カナ

ダの国際ビジネス戦略 (1996-97)』 (“Canada's

lntemational Business Strategy 1996‐ 97")が発表

されている。この第 15分冊 “InfOrrnation Tech―

nologies and Teleconlrnunications" 1)で  は

、 Software Products,Computer Services and New

Mediaと いう章の中で日本に限定 した戦略ではな

いが、ソフトウェアビジネスに関して以下のよう

な認識と戦略を示している。

「[カ ナダの地位 ]

ソフトウェア製品とコンピュータサービス産業

は多くの中小企業が存在していることがその特徴

であるが、雇用、売上、輸出などは少数の大企業

によってその多くが占められている。当該産業で

は、約 71,000人 が雇用されており、急成長が期

待されている。1994年 、ソフトウェア製品開発

会社の上位 100社の売上は38%伸び、1.5+億カ

ナダ $に達し、コンピュータ関連サービス会社の

上位 50社の売上は 25%伸 び、3.9+億 カナダ $

に達した。

当該産業のこうした成功はその製品とサービス

の品質によるものである。

カナダ産業省 (Industry CaFlada)は 、カナダの

560の 企業が約 7,300人 の技術者を使ってマルチ

メディアのアプリケーションソフトの生産を始め

ている、と見積もっているが、この分野は国内で

も世界的にも急成長しつつある分野である。カリ

フォルニアがよく知られたリーダー格であるとは

いえ、カナダはアニメーション、三次元シミュ

レーション、写真や画像の応用ソフトウェアの分

野では強固な地位を保っている。

ソフトウェア製品開発とコンピュータ関連サー

ビス分野のカナダの会社は、きわめて輸出主導型

である。上位 100社のソフトウェア製品開発会社

は、その売上のうちの約 62%を 輸出によって得

ている。これらの企業のうちの多くは、主として

販売流通での、あるいは製品開発といった面での

戦略的提携によってもまた、利益を得ている。コ

ンピュータ関連サービス会社は817百万カナダ $

の売上を外国からあげているが、それらのほとん

どは SHLシステムハウス、ベル・ シグマ (Bell

SYGMA)、 DMR、 ISMの四大企業によるもので

ある。

米国はカナダのソフ トウェアおよびニューメ

ディア産業にとって最大の国外市場である。

[国際的な環境 ]

市場調査会社であるINPUT社 の調査によると、

1995年 の全世界 の ソフ トウェア製品 とコン

ピュータサービス市場の規模は約 436+億 $であ

る。このうち、カナダは約 2%の シェアを持って

いる。INPUT社 の見通 しでは今後 5年 間にこの

市場は年率 11%以上の成長を果たすと予想され、

製品販売事業のなかではもっとも急速な成長が見

込まれる。中でもアプリケーションソフトウェア

とシステムソフ トウェアの市場は、現在では約

130+億 $の規模であるが、年率 12%で成長し続

1)Team Canada編
,Govemment of Canada、 1996年 発行 Cat.No.C2-226/16‐ 1996E,ppll‐ 13、 本冊子では、他に

関連する産業分野として、「電気通信機器、およびサービス」(Telecommunicadons Equipment and Services)、
「地図情報」 (CeOmatics)、 「コンピュータ、および周辺機器」 (Computers,Pempherals and lnstrumentation)、
「電子部品」(Electronic Components)を あげている.
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けており、この市場にこそ実際に輸出を増やす機

会がある。

マーケットセグメントのほとんどは米国の企業

によって占められているが、カナダの企業は、グ

ラフィクスソフ トウェア、マルチメディア、通

信、学校管理、システム開発、IT管理の方法、各

種のツール、生産などといったニッチな市場にお

いて主導的な地位を確立している。 この産業に、

活力 (ダイナミズム)、 急速な市場の成長、急速

な技術革新と短かい製品生産サイクルが与えられ

るならば、将来にわたって多くの成長の機会があ

ろう。しかしこれらの機会は、現在、世界の多く

の国々において知的財産権の保護がされていない

ことによって抑えられている。

[主 な挑戦 ]

ソフトウェア企業のための主な挑戦は以下の内

容を含んでいる :

・「海賊」ソフトウェア問題に対する対応 .

・適切なマーケティング計画の欠如に対する対

応。

・ 戦略的な市場情報へのタイムリーなアクセスを

確実にする。

・ 目標とする市場における流通業者の認識。

0国際的なマーケティング/セールスの努力とR
&Dを十分行うための財務面での便宜の改善。

0市場への浸透を加速するための国外でのパー ト

ナーシップや戦略的提携の開発.

・北米標準および国際標準への対応を確実にす

る。

・外国市場に文化的に受け入れられるアプリケー

ションを開発すること。

・将来、成長が予想される多言語コンピューティ

ングとディジタル画像サービス分野においてカ

ナダをしっかりと位置づけさせること。

・ フランス語ソフトウェア製品をフランス語圏社

会の至る所に輸出するための市場努力を支援す

る。

[戦略的指導]D

アジア・太平洋地域 (1995年 に 13+億 $の売

ソフトウェアビジネスにおける日本一カナダ関係

上、年率 14%の伸び)

ここは広範囲でとても急速に成長している市場

であるが、著作権侵害がおびただしい。独占的

だった OS(筆者注 :NEC98シ リーズの OSを示

すものと思われる。)か らDOSWindowsへ の日

本のシフ トは、関連するソフトウェア製品に 7.3

+億カナダ$の市場と、さらには日本対応のコス

トが適正なものとなりうる将来の可能性を生み出

した。中国は広大ゆえに潜在的には興味深い市場

であるが、簡単にはコピーできないようにプログ

ラムを精巧なものにしなければならない。

この地域に対する戦略は、日本とオース トラリ

アを除いて一これら二国には米国型の戦略が反映

されるであろう一、ラテンアメリカと同一のもの

である。」

また、同じ 1996年には、JETROト ロントセン

ターが 「Sottware Marketin Japan」 と題するカ

ナダのソフ トウェア企業向けセミナーを開催
2)し

たり、前掲したCanada‐Japan Trade Councilが IT

産業に限定 した内容ではないが、『CANADA― JA―

PAN T詢虹》E PERSPECTⅣES』
3)を

発表するなど、

より活発に日本への投資、市場拡大を促進する動

きがなされている。

これ ら 1995年 以降に発行 された各種の報告

書・資料と90年に発表された前掲『日本への輸

出機会』 (“ Export Opportunides in Japan")を 比

較すると、 (1)ソ フトウェアを (ハ ー ドウェアの

「おまけ」や附属商品 としてではな く)ハ ー ド

ウェアとは別個の商品として評価する市場環境が

日本においても確立してきたこと、(2)大型汎用

機からPCへのいわゆる「ダウンサイジング」と

オープンシステム化、 (3)PC tt OSの 「覇権」

は、当時の見通しと異なりIBMの提唱した OS/2

は普及を見ず、ソフトウェア専業であるマイクロ

ソフト社の MS―Windowsシ リーズがデファクト

(事実上の)ス タンダードとなったこと、(4)そ

れらのことから派生するハードウェアメーカーの

主導権の減退、(5)ソ フトバンクなど数社を中心

1)カ ナダ政府の戦略的な努力がとくに払われる点について、「米国」、「ラテン・アメリカ」、「アジア・太平洋」、
「西欧」、「欧州の残り・アフリカ・中東」の5地域に分けて、述べられている。ここではそのうち「アジア・太

平洋」について抜粋する。
つhttp://― .torontoje"o.orttetcal.html#scriptl
3)JalneS Tiessen,“ CANADA‐JAPAN TRADE PERSPECTIVE",(Canada― Japan Trade Council,1996)
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とした寡占的なソフトウェア製品の流通ルー トの

変化など、いくつかの大きな環境の変化を見るこ

とができる。そして、それらの変化は概 して、日

本市場へ参入しようとするカナダのソフトウェア

企業一それらの多くは、特定のハー ドウェアメー

カーに依存しない独立系の企業であり、大型汎用

機よりもWS、 PC関連のソフ トウェア開発が多

いので一に対してはプラスに作用しているように

思われる。また、一番新 しい『カナダの国際ビジ

ネス戦略』 (“ Canada's lnternational Business

Stratew 1996‐ 97")では、数力所にわたって知的

所有権の問題を採 り上げており、カナダがこの問

題に関心を強めていることがわかる。

これらの資料を総合的に俯嗽し、カナダの日本

の市場としての認識と戦略について、その特徴を

まとめると以下の 7点 に要約できよう。

・ 日本はソフトウェア分野においてまだ開拓の余

地が大きい市場であり、戦略と行動 しだいで

は、カナダのソフトウェア企業にとって、大き

な利益が期待できる。

・ ソフトウェアをハー ドウェアとは独自の商品と

して評価するようになった。

・ PC分野において、NEC98シ リーズの独占的な

市場が崩れ、世界的に事実上の標準となってい

るOSが 日本でも普及してきたことにより、日

本市場向けにソフトウェア製品を開発する際の

コス トが軽減でき、より参入しやすくなった。

・ しかし、依然として日本市場は商慣習や文化な

どの点から見ると北米市場とは異なることを意

識する必要がある。

・ カナダのソフトウェア企業が得意とする分野の

ソフトウェアでニッチな市場をね らうことが必

要である。

0日本市場に対する迅速かつ的確な情報収集が大

切であるとともに、日本市場への参入にあたっ

ては、適当な日本企業をパー トナーとする戦略

が効果的である。

・ ソフ トウェアの海賊コピー (知 的所有権侵害 )

の問題については今後、よりきびしく対応して

いく必要がある。

3.ソ フトウェアビジネスにおける投資・事業提携

の状況

前節で見たように、カナダは日本のソフトウェ

ア市場への参入にあたって、日本企業とのパー ト

ナーシップを重視している。では、具体的にどの

ような企業がどういう形態でパー トナーとなり、

カナダのソフトウェアを日本市場で展開している

か、その事例を見ていきたい。

表 Hは 1991年から96年に報道されたカナダ

と日本の間におけるソフトウェアを中心とした提

携事例のおもなものである。また、表 12はカナ

ダの側から把握しているカナダのソフトウェア企

業と日本企業の提携事例である。

これらを見てもわかるように、日本一カナダ間

のソフトウェアビジネスを巡る状況は、カナダ企

業の開発したソフトウェアを日本市場で販売する

ための販売提携 (お よび日本語化のための対応)

がその中心であって、日本製ソフトウェアをカナ

ダ (あ るいは北米)で展開するための協力関係と

いうのはきわめて少ない。さらに、時期的にも

1994年以降の事例が多くなっていることがわか

る。これらのことから、「1994年以降、DOS/Vの

OS環境が普及してきたことにより、カナダのソ

フトウェア企業に市場参入の機会が増えている」、

「(日 本市場開拓のためには)日 本企業とパー ト

ナーシップをもつこと」というカナダ狽1の市場認

識と戦略は、実際に実行されてきていることがう

かがえる。

これらの企業のなかから日本で一定の成果をお

さめているいくつかの事例について、その内容を

みてみよう1)。

・Alias Research lnc.(現 :AliasPavettont lnc。 )

エイ リアス リサーチ社 (以下、「工社」 と略

す。)は、1985年 (現在の会社組織としては 1987

年)に創立された トロン トに本社を置 くソフ ト

ウェア会社である。工社が得意とするソフトウェ

アの分野はCC(コ ンピュータグラフィクス)、 画

像処理、マルチメディア関係であり、特に工業デ

各社の事例は、“Canadian success stoHes in the Japanese so■ ware market",pp61-66お よび“High Technology
Opportunides"(Investment Canada,1991)、 “Canadaian Business"Cune,1996)、 日本経済、日経産業の各
新聞、The Globe and Mail,The Financial Post(Canadian ver.),Newsbytes News Network,LAN Times,COM―
MUNICAT10NS WEEKな どの各紙誌、さらに各社のホームページより抜粋し構成した。
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表 11 ソフ トウェアビジネスにおける投資・提携の状況 (1991.8‐ 1995.6,1996.1‐1996.12)

カナダ側企業 日本側企業 形 態 内 容 年  月

―

い
ｏ
ω
ｌ

Watcom
IISテ クノロジー (オ ンタ リオ、ベル・ カナダの子会社 )

クレオアールアンドディーカナダ支社 (バンクーバー)

Watcom
ウインデックス (カ ルガリー)

エレガント・コミュニケーションズ (ト ロント)

コンピュータセキュリティプロダクッ (オンタリオ)

コーレル・システムズ (オ タワ)

アイコンテクノロジー (モ ントリオール)

ソフトイメージ (モ ントリオール)

アイコンテクノロジー (モ ントリオール)

ペンマジック・ソフトウェア (バ ンクーパー)

ピビッド (ト ロント)

ビジュアル・エッジ・ソフトウェア
MKS(オ ンタリオ)

インテラ
ソフトイメージ (モ ントリオール)

アライアス・リサーチ (ト ロント)

アイコンテクノロジー (モ ントリオール)

アイコンテクノロジー (モ ントルオール)

コーレル (オタワ)

エイリアス・リサーチ (オ ンタリオ)

ファクトインターナショナル (バンクーバー)

キューメデイア・ソフトウェア (バンクーパー)

エプリウェア・デベロップメント (オ ンタリオ)

オープンテキスト (オ ンタリオ)

ディスキス・ナレッジ。リサーチ
デルリナ (ト ロント)

ソフトイメージ (モ ントリオール)

プラットホーム・コンピューティング・コーポレーション (ト ロント)

ISGテ クノロジーズ (オ ンタリオ)

ロゴ・コンピュータ。システムズ
キュニックス・ソフトウェア・システムズ
オープンテキスト (オ ンタリオ)

エプリ・ウェア
ファルクラム・テクノロジー (オ タワ)

マイテル・コーボレーション (オ タワ)

イオスシステムズ
フルクラムl)

オープンテキスト (オ ンタリオ)

アルターシス (ケベック)

ウエッププール・シンジケート(バ ンクーバー)、 シン・シン (バ ンクー
バー)

キャダプラ。デザイン・ライプラリーズ (オ ンタリオ)

ライフポー ド

住友商事
クレオ

ライフポー ド

オーキット、リンクスコーポレーショ
ン

山田洋行

インフォ・ ストラテジ

住友金属工業

日本データ機器
ネクサステクノロジー

ダイキンエ業

日本データ機器

イース ト
ユニコーン・インターナショナル

アステック

ライフポー ド

CRC総 研

米国任天堂 〈シアトル)

日本データ機器

日本出版販売

日本データ機器

住友金属工業

キャノテック

ダットジャパン

ディアイエス

内田洋行

日商岩井
カテナ

サムシンググッド
マイクロソフト (日 本)

ダイキンエ業
ズー

三井物産
ズー

ライフポー ド

日商岩井

内田洋行

富士通

東京エレクトロン

ピクトリーソフト

富士通
団ロ データ通信

荏原電産
サテライ ト

丸紅ハイテック

販売提携

販売提携
市場展開

販売提携

販売提携

販売提携

販売提携

販売提携

販売提携

会社設立

販売提携
販売提携

販売提携

販売提携
販売提携

技術・販売提携
販売提携

市場展開

業務提携

販売提携

市場展開

販売提携

販売提携

販売提携

共同開発

販売提携
販売提携

販売提携

販売提携

販売提携

販売

販売提携

市場展開
合弁企業設立

販売提携
販売提携
サービス販売

販売提携

合弁企業設立

販売提携
販売提携

技術導入

技術導入

販売提携

技術提携・共同開発

販売提携

PC用言語ソフトウェアWatcom COBOLの 日本対応および販売。   1991.8
1SDNを 用いた PC会議システムの日本での販売。          199110
海外子会社を使ったワープロソフトの北米での販売。         1991.10
コンパイラーソフトの日本販売に対する総代理店契約。        1992.4
ソフト開発支援ツールの技術供与をうけ、日本語版の開発・販売。   1992.5
UNⅨ システムの遠隔管理用ソフトウェアの日本での総代理店契約。  1992.5
タンデム用OLTPのパッケージソフト (3種 )の 日本での販売。    19926
グラフィックソフトウェアの日本での販売。             1992.7
MMLエ ミュレータソフトの日本での販売。              19927
カナダ人弁護士らによる日。米・加でのソフトウェア会社設立。    1991
WStt CGソ フトの販売。 1989年 にすでに提携済み。         1993.5
LANソ フトの日本での販売。                    19939
ペンコンピュータ用のアプリ構築ソフトの日本での独占販売権。    1993.12
VRシ ステムの日本での販売。                    1993.12
ライプドキュメント技術によるツールソフトの日本での販売権。    1994.1
アプリソフト開発管理ソフトの日本語化と販売。           1994.2
CISソ フトウェアの日本での販売。                 1994.2
顧客向けサービスオフィスの東京での開設。             19942
家庭用ゲーム機用ソフトのCG技術を任天堂に供与。         1994.6
WInM対 応の初のソフトウェアルーターの日本での販売。      1994.6
CD‐ ROMソ フトのカナダでの販売開始。              19946
通信ソフトウェアの日本での販売。                 19947
CD‐ROMソ フトの日本での販売。                 19949
日本国内の独占販売代理店契約。3DCCソ フトの販売。        1994.9
CD‐ ROM開発のための合弁会社 (カ ナダ)設立。          1994.9
マルチメディアプレゼンテーションソフトの日本販売権取得。     1994.H
マルチメディア対応 DBMSの 日本での販売権取得。         1994.11
DB検索ソフトの日本への輸入販売。                1994.H
PC用マルチメディア絵本ソフトの日本での販売。          1994.12
PC tt FAXソ フトの日本での販売。                 1995.1
子会社となったソフトイメージ社のアニメ用 CGソ フトの販売。    1995.1
グラスタ負荷自動最適化ツールソフトLSFの 日本での販売代理権。  1995.3
北米市場開拓のため、 トロントに事務所設立。            1995.4
日本に新会社「日本アイ。エス・ジー」設立。医療用画像処理ソフトの  1995.5
販売。                                1996.3
教育関連ソフトの日本語化と販売。                 1996.4
日本における総代理店契約。リアルタイムOSの販売。        19965
DB検索ソフトを使つたインターネット検索サービスの提供。     1996.7
WWWサ ーパーによる DB検索・更新ソフトの日本語化と販売。    1996.7
日本語情報検索ソフトの販売の合弁企業「日本ファルクラム」設立。  1996.8
音声ひずみ除去システムの販売。                  1996.10
3Dデータ作成ソフトの日本での販売。                1996.11
検索エンジンを技術導入しグループウェアを開発・販売。       1996.H
検索エンジンを技術導入しイントラネットパッケージソフ トの開  1996.12
発。                                1996.12
環境プラント制御ソフトの日本での販売。              1996.12
インターネット関連ソフト、CGアニメなどの共同開発。

半導体回路設計ソフトの日本での販売。
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資料 :「 日本経済新聞」、「日経産業新聞」、「Globe and Mail」 などの新聞各紙をもとに作成。
)資料の新聞では表記の会社名になっているが、ファルクラム・テクノロジー社と思われる。
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表 12 カナダのソフトウェア企業と日本の企業の提携状況

カナダ企業 所在地 日本企業

Alias Research

Andyne Computing
Applied AI Systems

Anay Systems Computing Co.
Byte Craft Limited
Coast Desigrr
Cognos

Computer Logics
Corel Corporation

CREO
Delrina Corporation

Digitd Resource Systems Ltd
Empress Software Inc.
Fulcrum Technologies

Human Computing Resources
Humminglird Communications
Hyprotech
ICAM Technologies
Infolytica
Interactive Simulation
Integrated Engineering Software
International Software Systems In
ISM Library Systems
Kanotech Information Systems Ltd.
NOMTK Software Systems Inc.

M3i Systems Inc.
MacDonald Dettwiler
Matrox Electronics Systems Ltd.

Mortice Kern Systems

Motion Works
Norpak Corporation
Object Technologr Inc.
Open Text Corporation
Optem Software
PCI Inc.

Penmagic Software
Plaintree Software
Precise Software Technologies Inc
QNX Software
Quantic laboratories
Rescom
SACDA Inc.

Smart Technologies
Softimage incorporated
Universal
Vhtual Prototypes
Virtual Edge Software
Watcom International
Waterloo Maple Software
Waterloo Engineering Software
WNDX

Tronto

Kingston
Kingston

Toronto
Waterloo
Surrey
Ottawa

Ottawa
Ottawa

Burnaby
Toronto

Nanaimo
Unionville
Otiawa

Ottawa
Unionville
Calgary

Montreal
Toronto
Winnipeg
Winnipeg
Toronto
Regina
Ottawa

Richmond
Roxboro

Waterloo

Vancouver
Kanata
Ottawa
Waterloo
Calgary
Toronto

Vancouver
Stittsville
Ottawa
Kanata
Winnipeg
Pickering
St. laurent
London
Calgary
Montreal
Port Coq.

Montreal
Waterloo
Waterloo
Waterloo
Calgary

Focal Point computing
Sumitomo Metal lndustHes(住 友金属工業)

Callotech(キ ャノテック)

Nichimen Craphics(ニ チメングラフィクス)

MCPC
Uchidate Co.,Ltd,

Technolinx
Scitek lnc.

Lifeboat(ラ イフボー ド)

盤器認り舞サ
よ

Lifeboat(ラ イフボー ド)

CSK
Sumitomo Metallndust五 es(住友金属工業)

Scitec Electronics Corporation

IInage and Measurementlnc.
Em血 o lnteHlational

Something Good lncorpotated
Visual Science Corporation
MKC Co.,Ltd.
Emflo lntemational
Technolinx
Microsoftware Associates lnc.

Maclnca
(記載なし)

Advanced Technology Co.
Maiko―Multi Art lnc.

SEA Corporation
Apphcad lnc.
Maruzen Co.,Ltd.(丸 善 )

Toyobo Engineering(東 洋紡エンジニアリング)

Systems Planning Co.
METRO
Nippon RAD(日 本ラッド)

Image and Measurementlnc.
Nissei Sangyo Co.,Ltd.(日 製産業)

Sumitomo Metallndustnes(住 友金属鉱業)

Lifeboat(ラ イフボー ド)

Personal Media Corporation
SumitOmo Metal lndustries(住 友金属鉱業)

Cemster
Mitsui and co。 ,Ltd.(三 井物産 )

MKC Co.,Ltd.
Kanamatsu Electonics Ltd.(兼 松エレク トロニクス)

Scitek lnc.

IInage and Measurementlnc
East Co.,Ltd.

Technolinx
Nihon lntemetHcs K.K.
Kyokuto Boelci kaisha Ltd.(極東貿易)

Kanamatsu ElectЮ nics Ltd.(兼 松エレクトロニクス)

Reuters Japan Ltd.

Chiyoda Keiso Co.
Daiichi Jitsugyo Co。 (第一実業)

Ml柵 理霧 洋ンエ舅Э
Sony Corporation(ソ ニー)

CRC Research lnstitute lnc.(CRC総 合研究所 )

Astec lnc.

Lifeboat(ラ イフボー ド)

Cybemet System
lnnotech CorporatiOn(イ ノテック)

Linx Corporation

(日 本の会社名については、可能な限り日本語を併記した。)

資お|:“ Canadian Success Stories in the Japanese software Market",pp59-61
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ザイン、アニメーション、エンジエアリングシ

ミュレーション、サイエンティフィック・ヴイ

ジュアライゼーション (科学分野での可視化技

術)などでは世界の トップ水準の技術を提供して

きた。1995年 6月 、工社は同じように2D、 3DCG

関連のソフトウェアで知られる、WavetontTech―

nologies lnc。 とともに米の大手画像処理技術会

社・ シ リコ ングラフイクス (Silicon Graphics

lnc.)に 買収され、子会社 Alias/Wavetontlnc.と

なった。工社は、近年、日本市場においてもその

製品販売を展開し、一定の成功をおさめてきてい

る。日本での売上は 1995年ベースで工社の総売

上の約 25%を 占めており、なお増加傾向にある.

工社が日本市場で成功している理由は、顧客企業

の要求を満足するように製品開発をしていること

と、日本側の提携企業 (フ ォーカル・ポイント・

コンピューティング、住友金属工業、キャノテッ

ク、ニチ メン・ グラフィクス、 日本 I一 TEC、

ウェーブフロント・ ジャバン、日本 IBM、 CSK)

との間に、効果的なパー トナー戦略を築いている

ことが挙げられる。なお、工社は任天堂ともその

画像技術の提携契約を結んでお り、また、1996

年 7月 には、日本のセガ・エンタープライゼス社

と契約を結び、セガの家庭用コンピュータゲーム

機であるセガ・サターン用のアプリケーションソ

フトウェア開発ツールを提供している。

・Cognos

Cognos社 (以下、「コ社」と略す。)は 1969年

に創立されたソフトウェア企業としては歴史のあ

る会社で、オタワに本社を置いている。コ社は、

企業が情報システムを構築する際に用いる統合化

されたソフトウェアツールの提供と、そのシステ

ム構築を支援する業務を得意とし、近年は企業の

情報解析やその文書化を効率よく行うソフトウェ

アなどもその製品に加えている。コ社は、世界の

H力国に約 40の 拠点を構えて、1,200人以上の

従業員を雇用しており、カナダ国内での売上が総

売上 (1997年 2月 末決算で約 198.2百万 USS)の

10%未満ということに示されるように、グローバ

ルな企業として知られている。また、コ社は古く

から日本のソフトウェア市場に参入しようとした

カナダのソフ トウェア企業のうちの一つであり、

すでに 15年以上前 (1980年以前)か ら日本に支

店を設けて参入の努力をしてきている。従来、コ

ソフトウェアビジネスにおける日本一カナダ関係

社は大型機や中型機で稼働する 4GLをその主力

商品として展開してきたが、PCへのシフトの流

れを受けてその戦略を変更し、新たに輸入ソフト

ウェア販売では実績のあるアシス ト社と提携 し

て、デスクトップ用のソフトウェアの販売を展開

するとともに、帝人とのJV(各 50%出資)と し

て帝人Cognos lnc.を 設立している。

・Corel Systems Corp.

コーレル・ システムズは 1985年 に創業され、

DTP(Desktop Pubhshing)と グラフィクス関連

のソフトウェア分野のリーダーとして急速に成長

してきて、Cognos社 とともにカナダの独立系ソ

フトウェア会社の両雄と見なされている。売上高

は 1996年度末で 334.2百万 USSで、その主力商

品は世界のベス トセラーソフトウェアとなってい

るCorelDRAW(PC用のグラフィクスソフトウェ

ア)シ リーズ、1996年 3月 に米国の大手ソフト

ウェア会社 Noven社からそのビジネス用アプリ

ケーションソフトウェア部門を買収して展開して

いる WordPerfectシ リーズ、各種の DTPソ フ ト

などのいわゆる 「オフィス」ソフ トウェアであ

る。コーレル社は、過去にCorelDRAWの 日本語

化対応に遅れて、タイム リーに市場参入できな

かったという経験があり、近年では日本対応をよ

り早く、完璧に行うために新たなパー トナー企業

と共同している。その結果、コーレル社は他のい

かなるカナダ企業よりも日本対応 (日 本語化、 ド

キュメント類の完全翻訳、包装、サポー トなど)

をうまくやっており、その製品は市場でも高く評

価されるようになってきている。コーレル社は日

本で成功をおさめたカナダのソフトウェア企業の

第 4位にランクされており、 ドイツでの売上を上

回るものとされている。近年は自社のソフトウェ

アパッケージを用いて顧客企業のビジネス改善を

提案する「ソリューション」ビジネスも展開して

いるが、日本ではそのパー トナーとして東洋エン

ジエアリングが 1995年よりおもにCAD関係の事

業を通じて提携している。

・Delrina Corp.(現 :Symantec Corp。 )

デルリナ・ コーポレーションは、Calohan sys―

tems lntemauonallnc。 とその子会社が合併 して

1988年 に設立された、 トロントに本社を置くソ

フ トウ ェ ア会 社 で 、 1995年 H月 に米 国 の

鞠mantec cOrp.に 買収されその子会社となった。
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デルリナ社は、PCで稼働するフォーム (文書形

式)デザイン、フォーム処理 (特に、“PerFORM"
の名で知られるソフトウェアは数々の賞を受賞し

た。)、 FAX処理 (“WinFAX")な どの分野で知ら

れてきた。従来より、カナダ国内での販売よりも

米国への輸出の方が大きかったが、近年、日本市

場へも力を入れている。そのため、日本へ支店を

展開するとともに、各商品を日本市場に合うよう

に改良し、日本の2社 (サムシング・グッド、

Emno)と提携して販売を強化している。また、富

士通の米国現地法人の一つである Fttitsu COm_

puter Products ofAmerica lnc。 とともにFax Scan―

nerの共同開発を行っている。

・Digital Resource Systems(現 :EPS)

ディジタル・ リソース・ システムズ (DRS)

は、1981年 に設立された会社で、本社を B.C州

Nanaimoに 置 いて活 動 して きた。 Pcや ws
(UNIX)環 境 で稼 働 す る地 図情 報 シス テム

(GIS:Geographic lnfoHrladon Systems)の 分野で

優れたソフトウェアを商品化 しており、なかでも

“Terrasoft"は 、 19894■こCADAPSO (Canadian

Association of Data,Pro■bssional Services and

So■waЮ Orgamzation)よ り、 さらに19901ヨこは

BoC州政府より賞を受けている。 1993年 、DRS
社は、もう一つのカナダの代表的な GISソ フト

ウェア開発会社であるPAMAP Technologies Corp.

と合併し、新たにEssendal Planning Systems Ltd.

(本社 :BoC tt Victo五a)と してスター トした。

旧・DRS社の製品は他社の多 くのラスター処理

(Raster opera■ On:)に よる製品と異な り、ベク

ター (ベ クトル)処理なのでより高い解像度を実

現しており、都市計画、通信制御などの分野で高

く評価されてきた。GIS関連のソフトウェア市場

は近年日本でも急成長しており、EPS社 もビジュ

アル・サイエンスコーポレーションをパー トナー

として日本での製品販売を展開している。
O Empress Software lnc.

エンプレス・ソフ トウェアは 1979年 に創られ

た、 トロントに本社を置く会社で、おもに科学・

エンジエアリング分野におけるRDBMS(関係型

データベース管理システム)と 4GL(プ ログラミ

ング用の第 4世代 (4th Generation)簡 易言語 )

で知られている。すでに 1980年代後期より日本

市場への進出を行ってお り、当初は日本の MKC

社を通じて4GL製品を販売していた.その後、エ

ンプレス社はパー トナーである日本企業とカナダ

のソフトウェア企業の製品を日本対応させるため

の共同出資会社の設立に同意し、4GL製品とそれ

に関連したデータベース製品の販売に効果をもた

らしている。エンプレス社はこの分野における米

国の強力な競争相手である Oracle社 と競い合い

ながらも、日本市場で一定の売上を生み出してい

る。近年はMKCに加えて、 (株)高岳製作所、プ

ラットフォーム (株)と も販売提携を行っている。

・Fulcrl11■ Technologies lnc.

ファルクラム・テクノロジーズ社 (以下、「ファ

社」と略す)は 1983年 に創立された、オタワに

本社を置く会社で、
「

rR(Fun Text Retrieval:全

文情報回復)ソ フトウェアの技術で広く知られて

きた。そのソフトウェア技術は、個別の商品とし

てよりも大手ソフトウェア会社が販売している各

ソフ トウェアパ ッケージにOEMや VARの 形を

とつて組み込まれてお り、そのライセンスは 90

カ国以上の国々で利用され、この分野では世界の

約 34%の シェアを占めている.さ らに近年は情

報検索ソフトの分野でも高い評価を受けてお り、

その分野では北米で約 20%の シェアを握る トッ

プ企業になっている。1994年から、ファ社は日

本の大手コンピュータメーカーである富士通に技

術供与を行っており、富士通はその技術およびソ

フ トウェアの日本語化を進めてきた。それを受

け、1996年 7月 、富士通はファ社と合弁で日本

語情報検索ソフ トの販売会社 「日本ファルクラ

ム」を資本金 1億円 (フ ァ社が 70%、 富士通が

30%の 出資比率)を 設立 した。 ファ社の E五 c

Goodwin社 長兼 CEOに よると、この合弁企業の

設立は今後、他の日本企業との提携などの可能性

の余地を残したものである。合弁企業である日本

ファ社はSearchSewer(Fulcrumの 主力商品であ

るテキス ト検索ソフトウェア)の 日本語版を発売

し始めたが、この製品はファ社と富士通との共同

開発の成果であり、日本語向けに改良を加えられ

ているので、大量の日本語テキス トを扱う検索ソ

フトウェア製品の中でその能力において比べるも

のがないと、日本ファ社では報じている。この検

索ソフトウェアは富士通が独自に販売するチーム

ウェアソフトの新型検索エンジンとしても搭載さ

れる。日本ファ社はこの検索ソフトウェアの販売
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については、外部のパー トナー企業に任せるつも

りであるため、日本ファ社の本社自体は小規模な

ものとしておく予定である。ファ社が富士通とい

う世界第二位のハー ドウェア&ソ フトウェアメー

カーとパー トナー関係を持ったということは、日

本の文章検索およびリトリーバルソフト市場での

競争において強力な武器を手に入れたことにな

る。それはファ社が日本市場への参入と浸透に

とってパー トナーとなる企業の選定が重要である

ことを認識 して いる現 れ といえ る し、現 に

Goodwinフ ァ社社長はそのことを表明している。

さらに、富士通との提携により、近い将来にはア

ジア太平洋地域の市場でも共同して展開する可能

性が出てくる。それは一つには技術的にも、サー

チサーバーの日本語化対応の経験が他のアジア系

言語への対応作業を非常にやりやすくするからで

ある。

0 0penText

オープンテキス ト社は、1991年にカナダ・Wa―

te■oo大学の教官たちが0ゴhd Enまsh Dic●onary

(OED)の 索引化 と検索のために作つたソフ ト

ウェア「オープンテキス ト」を市場に出すために

設立 した会社で、その後、その高い技術水準に

よって急成長している会社である。現在、世界各

国で約 280人の従業員が勤務 し、1996年 1月 に

は株式を公開 している。その検索エンジンは、

データベースを作る段階であらかじめキーワー ド

を指定しておかなくても、語句でも文章でも検索

できるという特色を持っている。インターネット

の普及にともないその膨大な情報検索が世界的に

も急務かつ重要となってくると、オープンテキス

ト社は1995年春、“Open Text lndex ofthe World

Wide Web"を発表、その卓越 した高速検索性能

(1000万 を超えるWebページの 25億以上の言葉

から、与えられたキーワー ドにしたがい、数秒で

検索結果を表示できる。一秒あたり約 1億 2,000

万語の検索が可能。)により有名となった。現在、

日本では日商岩井が国内総販売代理店契約を持

ち、1995～ 96年の約一年半の期間で官公庁、研

究機関を中心に約 50シ ステムを販売しているほ

か、 日本最大のソフ トウェア企業である N質
データ通信が企業内通信システム (イ ントラネッ

ト)用パッケージソフトウェアの検索基幹エンジ

ンとしてオープンテキス トを採用 している。ま

ソフトウエアビジネスにおける日本一カナダ関係

た、1997年 2月 には、パー トナー企業の一つで

あるキャノン販売が、オープンテキス ト社の主力

商品の一つであるLivelink Suite 7の 完全日本語対

応版を発表した。オムロンもパー トナー企業とし

て自社のモデム製品にLivelinkの ソフトウェアを

バンドルして製品化している。今後、日本でも官

公庁や大企業を中心に企業内情報システムの再構

築とそれにともない文章情報の電子データベース

化が進むとみられ、この分野のパッケージソフト

は大きな伸びが期待できる。

・SHL Systemhouse

カナダの大手独立系システムインテグレーター

であるSHL社は、1974年オタワに創立し、その

後、1978年 に米国市場への展開、1987年からは

世界市場で事業展開を行い、現在、世界各地に

90カ所の拠点を持っている。SHL社は世界展開

にあたって、SHLイ ンターナショナルという特別

なユニットを設け、そこを中心として世界各地で

現地の有力企業とJV(ジ ヨイントベンチャー)を

展開している。日本では、三井物産とJV(SHL
ジャバン)を設立し、今後市場拡大が見込まれる

アウトソーシング事業やクライアント/サーバー

型システムヘのシステム移行ビジネスなどを展開

している。また、ヤマハの米国現地法人である

Yamaha Corp.ofAmeHcaの システム構築とアウト

ソーシングを受託している。

表や事例 として掲載 した会社以外で も、

SMART Technologies lnc。 社 (本社:カ ルガリー
,

1987年創立)は独自のマルチメディア技術で開

発 したイ ンタラクティブ電子白版 “SMART
Board"を リコーと提携して販売している。また、

1995年 には医療分野の画像処理システムで高い

技術を持つ ISGテクノロジー社 (オ ンタリオ州)

が三井物産との合弁企業、日本アイ・エス・ジー

社 (出資比率 :ISC(65%)、 三井物産 (35%))

を設立し、日本で IAP(医療用システム開発ソフ

トウェア)、 医用画像処理システム、三次元画像

手術支援システムなどを販売展開している。さら

に、1996年 12月 、日本の丸紅ハイテックは半導

体回路設計ソフトウェア会社であるオンタリオ州

のキャダブラ・デザイン・ライブラリーズと販売

代理店契約を結び、「LILA一 SC」 という半導体

回路のセルを自動的に設計するソフトウエアを販

売している。
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また、前節で BoC州に映像産業が集積しつつあ

り、デジタルコンテンツおよびソフトウェア会社

が生まれていることを述べたが、そうした動向を

受け、日本の通信システム開発会社ビーユージー

の関連会社であるサテライ ト社は、ヴァンクー

バーを拠点とするウェブプール・シンジケー ト社

とシン・シン社の2社と提携し、インターネット

関連ソフトウェア、CGを用いたアニメーション、

CGを用いた PC用 シミュレーションゲームなど

の共同開発を始めている。この例は、「カナダ企

業が日本市場での販売展開のためのパー トナー関

係」というこれまでの一連の図式と異なる事例で

あり、「技術」をベースとした提携として興味深い。

日本で販売展開し、一定の成果をおさめている

カナダのソフトウェアの内容を検討して見ると、

コンピュータグラフィクス (特に二次元 (3D)画

像処理)、 地図・地形情報処理 (GPSな ど)、 通信

管理など、カナダが国際的に見ても強い競争力を

持つと言われている分野に関わるものが多いこと

がわかる。なかでも、ソフトイメージ社の CGソ
フトはダイキンエ業の国内販売力とも相まって、

CG製作ソフトの日本国内市場のうち約 50%を確

保していると言われるり。 これらの技術分野は、

これから実現されるであろう情報がより高度に利

用される社会を実現するのにあたり不可欠な分野

であり、日本としても今後カナダのソフトウェア

会社から技術的な面で協力を得ることになる機会

がますます増えるものと予想される。

おわりに

以上、三つの節にわたって、カナダのIT産業、

特にその中でもソフトウェア業の現況、カナダの

ソフトウェア分野における日本市場の認識と参入

戦略、そして実際に成功をおさめているソフト

ウェア企業の実例を見てきた。逆に、日本からカ

ナダヘのソフトウェア産業の展開を考えてみる

と、現在のところ、ビデオゲームソフトウェアの

分野においては輸出や技術提携の面で実績があるa

ものの、それ以外についてはほとんど見えてこな

い。

今後は、本稿で整理したことを基礎として情報

技術の進歩、日本の経済・市場環境の変化がカナ

ダのソフトウェア産業と日本の関係をどのように

変えていくのか、さらに、ほとんど見えてこない

日本からカナダヘのソフトウェア輸出や投資の動

きなどに注視していきたい。また、今回は詳細ま

で触れなかったが、IT部門の他の産業分野一具体

的には、情報通信機器製造め、電気通信キャリア

など―についても、その特徴と日本との関係を明

らかにしていきたい。

なお、本ノー トの資料収集にあたって、研究滞

在先であるアルバータ大学経営学部の Winspear

Business Reference Roomの 協力を得た。ここに

記して感謝の意を表したい。

1)「
日経産業新聞」'96.5.17

幼1995年ベースで日本はカナダヘ約 101百万カナダ$相 当のビデオゲーム (機器およびソフトウェア)を輸出し

め洗寛献ア撃 撃ッЪ即ぱ管鱚 避藤輩TT」υfT男搬環電靡撃勇畷換機など
を販売展開している。
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